平成２４年度第１回大阪府障がい者自立支援協議会

高次脳機能障がい相談支援体制連携調整部会

＜日時＞平成２５年３月２６日（火曜日）午後６時３０分から

＜場所＞大阪府公館大サロン

＜議案＞

（1） 高次脳機能障がい相談支援体制連携調整部会の体制と今後のすすめ方について

（2） 大阪府域における課題と府としての対応

（３）報告事項

（４）高次脳機能障がい者の自動車運転評価について

○事務局　ただ今から、「平成２４年度第１回大阪府障がい者自立支援協議会　高次脳機能障がい相談支援体制連携調整部会」を開催させていただきます。

　　会議の開催に先立ちまして、事務局の伊藤医療監よりごあいさつを申し上げます。

○伊藤医療監　伊藤でございます。開催にあたりまして一言ごあいさつを申し上げます。後ほど、議題の中でご説明させていただきますが、昨年の11月から支援体制を協議する体制が変わりまして、それにあわせて、事務局が相談支援センターから本庁に移りましたので、私のほうからご挨拶を申し上げます。

　　皆さま方には、年度末の何かとご多忙のところ、また、時間が遅い時刻からの開催となりましたが、ご出席賜りまして厚くお礼を申し上げます。

　　大阪府では、懇話会等の見直しに伴いまして、条例に基づく組織とする必要が生じましたため、昨年の１１月に、これまでの高次脳機能障がい相談支援体制連携調整委員会から大阪府障がい者自立支援協議会の連携調整部会との位置付けになり、併せまして、大阪府の職員は委員からはずれ、事務局職員の位置付けとなり、本日はその第１回目の会となります。

　　さて、大阪府におきましては、他府県に比べ、いち早く高次脳機能障がいの方々に対する支援事業に取り組みまして、早12年が経過をいたしております。

　　現在、障がい者医療リハビリテーションセンターでは、専門的な相談や福祉サービス事業所に対する研修、さらには府民・福祉事業関係者への啓発に取り組みますとともに、関係機関によるネットワークづくりとその充実に努めておりますが、地域生活や就労など、さまざまな場面で、高次脳機能障がい者支援への課題が山積しているところでございます。

　　昨年３月に大阪府で発表しました「第４次大阪府障がい者計画」におきましては、最重点施策として三つの大きな柱を掲げております。

　　その一つ目が、地域生活への移行の推進。

　　二つ目が、就労支援の強化。

　　三つ目が、施策の谷間にあった分野への支援の充実。

　　高次脳機能障がいは、周囲からわかりにくい障がいであることに加え、従来の精神障がい者に対するサービスだけでは十分な対応ができない、まさに施策の谷間に置かれてきたという状況でございます。

　　このような状況を踏まえ、大阪府としましては、当部会で、委員ならびにオブザーバーの皆さま方のご意見等を伺いながら、高次脳機能障がい者及びそのご家族、さらには関係機関に対する支援の充実に、一層努めてまいりたいと考えております。

　　皆さま方の一層のご理解とご支援を賜りますようよろしくお願い申し上げまして、私からの開会のあいさつとさせていただきます。本日はどうぞよろしくお願いいたします。

○事務局　続きまして、当部会の委員のご紹介について、配布資料の中に、「高次脳機能障がい相談支援体制連携調整部会構成メンバー表」がございます。五十音順で紹介させていただきます。
　まず１番の大阪精神障がい者自立支援事業所連絡会副会長の上田委員なのですが、本日はご欠席です。次の、千早赤阪村健康福祉課長、尾谷委員もご欠席です。　

　特定非営利活動法人おおさか脳損傷者サポートセンター理事、加道委員です。

　堺市健康福祉局障害福祉部副理事兼障害施策推進課長、隅野委員です。

　社団法人大阪府医師会理事、中尾委員、本日はご欠席です。

　大阪市福祉局障害者施策部障害福祉企画担当課長、中島委員、
　なやクリニック副院長で部会長、納谷委員です。

　交野自立センター所長、野間田委員、

　地方独立行政法人大阪府立病院機構、大阪府立急性期・総合医療センター神経内科主任部長、狭間委員です。　

　独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構　大阪障害者職業センター次長、古谷委員は、本日は急用のため欠席ということでご連絡をいただいております。

　摂津市保健福祉部障害福祉課長、吉田委員も急遽欠席とお伺いをしております。

　地方独立行政法人大阪府立病院機構大阪府立急性期・総合医療センター、リハビリテーション科主任部長、渡邉委員です。

　次にオブザーバーの方をご紹介させていただきます。

　大阪府池田保健所長の佐藤オブザーバー大阪府富田林子ども家庭センター所長の鈴木オブザーバーともにご欠席とお聞きしております。

　障がい者医療・リハビリテーションセンター長の田中オブザーバーです。

　大阪府教育委員会事務局教育振興室長の津田オブザーバーです。

　大阪府こころの健康総合センター所長、松浦オブザーバーです。

　次に事務局を紹介させていただきます。

　先程、ごあいさつをいたしました、大阪府福祉部の伊藤医療監です。

　大阪府立障がい者自立センターの佐々木所長です。

　障がい福祉室地域生活支援課福岡課長です。

　大阪府障がい者自立支援相談支援センター正岡所長です。

　それでは議事に移ります前に、お手元の資料の確認をさせていただきます。

　次第、構成メンバー表、配席図、資料１、資料２、資料３、資料４です。

　なお、本協議会につきましては、会議の趣旨を踏まえ、会議の公開に関する指針の趣旨に基づき公開で実施することとしております。

　それでは、早速ですが、議題に移りたいと存じます。

　本部会の部会長には、昨年11月21日に開催しました「第１回大阪府障がい者自立支援協議会」において会長より指名されたことを受け、納谷委員にお願いしたいと存じます。

　ここからの進行は、納谷部会長にお願いいたします。よろしくお願いします。

○納谷部会長　納谷でございます。

　さきほど医療監からのごあいさつにもございましたが、年度末の非常にあわただしいときに、しかも夕方の時間に、ご出席をいただきましてありがとうございます。

　早速、議事に入りたいと思います。

　まず、議題１　高次脳機能障がい相談支援体制連携調整部会の体制と今後のすすめ方について、今回、私の理解では少し格上げになったのかなと思っておりますが、事務局から説明をいただきます。

○事務局　それでは、資料１からご説明をさせていただきます。

　まず、１ページ目「懇話会等の見直しにかかる附属機関条例施行後のイメージ」という資料になっております。

　昨年、大阪府障がい者自立支援協議会について、府庁全体での附属機関のあり方の見直しを行いました。その結果、条例により設置することとし、規則、要綱等の整備を行いました。

　11月１日に条例を施行し、同月21日に条例により設置した自立支援協議会の第１回会議を開催しまして、従来の４つの部会を含む、合計10の部会の設置の了承を得ました。２ページ目が、大阪府付属機関条例の一部を改正する条例、３ページ目が、大阪府障がい者自立支援協議会規則となっております。次の４ページ目に自立支援協議会運営要綱（案）がございます。上から三つ目に、今回の高次脳機能障がい相談支援体制連携調整部会が載っております。担当事務としては、高次脳機能障がい者支援の中で、専門相談や関係機関とのネットワークの充実など、支援体制にかかる調査審議に関する事務になっております。

　５ページ目は、高次脳機能障がい相談支援体制連携調整部会運営要綱（案）になっております。要点をご説明しますと、第４条第２項は、部会長に事故があるときに備え、職務代理者を置くことを定めております。職務代理者のご選定をよろしくお願いします。

　第６条は、ワーキンググループを置くことができることを定めています。ワーキンググループが担任する事務は、高次脳機能障がいの診断や治療、リハビリに関する専門的事項や福祉との連携、支援手法等の検討となっております。ワーキングでは、具体的な成果物、支援手法のマニュアル的なものを検討、作成のお願いをしたいと考えております。

　第６条の３ですが、ワーキンググループ委員は部会長に指名いただくことになるのですが、委員構成については、障がい者医療・リハビリテーションセンターのコーディネーターが中心に選定したメンバーを平成25年度第１回の部会でご提案したいと考えておりますので、ご審議をよろしくお願いいたします。

　６ページ目ですが、ワーキンググループの運営要綱となっております。こちらは、部会長が指名したワーキンググループ長がワーキンググループ運営要綱を決定することとなっておりますので、参考までにお示しをさせていただきます。

　最後の７ページですが、大阪府自立支援協議会と地域自立支援協議会が連携するスキームについて説明したものになっております。図の左側に府の自立支援協議会、右側に地域の自立支援協議会を記載しております。具体的には、①市町村の自立支援協議会で、部会等を開催しまして、地域での課題等を取りまとめていただき、②大阪府の自立支援協議会に上げていただき、自立支援協議会の部会で、地域課題の共有や解決策を検討して、地域の自立支援協議会にフィードバックしていく、そういうスキームの図になっております。

　資料１については以上です。

○納谷部会長　ありがとうございます。

　今までの独立した委員会から、自立支援協議会の部会として位置付けられたということ、ワーキンググループを置こうかと言うこと、それから、自立支援協議会ですので、当然、地域自立支援協議会と連携した動きが今後できるのではないかとお聞きしました。ただ今の説明につきまして、何かご質問がありましたらどうぞ遠慮なく。オブザーバーの方も、どんどんご発言いただくとよろしいかと思います。

○委員　ワーキンググループというのは、いくつもできるのですか。

○納谷部会長　事務局、これはどうですか。いくつでも制限はないのですか。

○事務局　検討内容によっては一つに限らず、例えば、支援マニュアルを作るワーキンググループの他に自動車運転のことで一つとか、状況に応じて対応したいと思っております。

○納谷部会長　別に、規約上は数の制限はないのですね。

○事務局　はい。数の制限は。

○納谷部会長　まあ、常識というのはあるのでしょうが、ありがとうございます。

　部会長の代理を部会長が指名すること、ワーキンググループを設置すること等が決まりますが、皆さん、ご異議ありませんか。
部会長代理には、私は、何か困ったら渡邉先生に相談しておりますので、もしよければ渡邊先生にお願いします。

　それと、来年のワーキンググループの委員について、事務局のほうから、次回の第１回のときにメンバーを出すということです。よろしいですか。来年の部会は何月ですか。

○事務局　連携調整委員会のときは８月にしていたのですが、それでは少し遅いということで、できれば５月、遅くとも７月ぐらいにはと考えております。

○納谷部会長　ワーキンググループの立ち上げがどんどん遅くなってしまうので、できるだけ、早くしていただけたらと思いますので、よろしくお願いいたします。

　委員の皆さま、了解いただけますでしょうか。

それでは、議題２大阪府域における課題と府としての対応及び平成25年度高次脳機能障がい支援普及事業について、事務局から説明をいただきたいと思います。

○事務局　資料２をご覧いただけますでしょうか。

　資料２の１ページは、高次脳機能障がいの地域課題をまとめたものでございます。

　上が市町村ヒアリングより、となっておりまして、昨年８月、市町村ヒアリングを実施しました。この中で、地域で抱えている高次脳機能障がいの地域課題を、こういうかたちで把握いたしました。３項目ございます。

　一つ目が、関係機関の連携ということで課題が挙げられました。連携すべき機関等のネットワークが不十分なこと、専門的な支援をする機関があればありがたいということです。

　大阪府では、二次医療圏ごとに地域支援ネットワークを構築しております。圏域ごとの現状及び地域課題は、広域的な支援を実施しております、障がい者医療・リハビリテーションセンターのネットワークの全体会議や高次脳機能障がい相談支援体制連携調整部会に集約しまして、対応策等検討の結果を地域のネットワークにフィードバックしたいと考えております。

　右側の、すでに実施した対応策ですが、平成25年度の知事重点の説明にもなるのですが、二次医療圏ごとに、ネットワークの運営を担う中核的拠点にネットワークの運営を委託していきたいと考えております。この詳細については、次の３ページになります。平成25年度高次脳機能障がい支援普及事業を知事重点事業にあげさせていただいております。予算規模は１千７７万２千円でして、このうちの半分が国からの補助金です。この事業の中で、「地域支援ネットワーク体制整備」に力を入れていきたいと考えています。事業内容は、八つの二次医療圏域で、高次脳機能障がい支援で、先進的に取り組んでいる医療法人や社会福祉法人、自治体等を中核的拠点に地域支援ネットワークの自立的運営を図るということで考えております。予算は１圏域非常に少ないのですが50万円、８圏域で400万円程度の規模で考えております。　補足で、堺市圏域では、平成23年度から、大阪府の高次脳機能障がい支援普及事業の一部を、すでに委託しておりますので、引き続き実施いただくかたちになります。

　次の４ページを見ていただけますでしょうか。
高次脳機能障がいの地域支援ネットワークのイメージです。広域的な支援体制、大阪府全圏域をカバーするのが、障がい者医療・リハビリテーションセンターと考えております。二次医療圏域は中核的拠点を中心に、関係機関がネットワークをつくっていく形を考えております。ここでネットワークを支える仕組みづくりの検討やネットワーク会議、そういう支援方策等、地域の課題を集約いただき、障がい者医療・リハビリテーションセンターに上げていただく、というイメージで考えております。

　また１ページに戻っていただいてよろしいでしょうか。

　地域課題の（市町村ヒアリング）の２番、新たな社会資源の供給についてです。専門的支援が可能な機関が地域に少ない等、事業所に個別に専門的な支援をしてもらえる機会や人材の設置を検討してもらいたいという声が上げられました。大阪府としては、今後とも、専門的機関向けの研修内容を充実したいと考えております。障がい者医療・リハビリテーションセンターの相談部門である障がい者自立相談支援センターで、専門相談員の養成研修を実施していきたいというふうに考えております。

　次に、障がい受容の課題について、ご本人さんの障がい受容に問題があり、作業所での支援に難しい事例があるということで課題が上げられました。大阪府としましては、高次脳機能障がいの方の支援をする、支援手法をまとめた支援マニュアルをワーキンググループで作成することを検討していただきたいと考えております。

　次の地域課題、実際の事業をしておる担当の把握分ということで記載させていただいております。

　もちろん、皆さんもご存じのとおり、診断やリハビリ等を実施する医療機関が少ない、ということがございます。これは、今実際にいろんなところに働きかけ等をしておりますが、地域ネットワークを構築する中で、診断可能な医療機関は、身近な地域もよく知っているだろうということで、そういうものを集約しながら協力機関の拡大に努めていきたいと考えております。

　右側のすでに実施した対応策ですが、府内の大学の医学部の精神科等に対して協力の働きかけを実施していきたいと考えております。

　次の協力機関について、福祉サービス事業所についての課題でございます。高次脳機能障がい者を受け入れる日中活動の場が少ない、高次脳機能障がい者を受け入れる住まいの場が少ないといった課題があります。大阪府としては、福祉サービス事業所に向け支援手法等の研修を充実させていきたいと思っております。市町村の地域課題と同じなのですが、支援マニュアル等を作って、福祉サービス事業所等で受け入れしやすくなるよう考えたいと思っています。　すでに実施した対応策では、平成24年度知事重点事業においてモデル圏域で高次脳機能障がいを受け入れるグループホームを整備いたしました。残りの圏域ですが、平成25年度から、国の補助金制度が少し変わりますので、そういうものも活用しながら促進していきたいと考えております。

　続きまして、平成25年度事業計画です。

　（１）相談支援事業の実施、（２）普及・啓発事業、（３）研修等事業、（４）医療機関等に対する協力依頼でございます。（１）から（４）は継続して実施している事業で、先ほど申しました平成25年度の知事重点事業は（２）普及・啓発事業として、やっていきたいと考えております。25年度に新たに取り組みたいことに、ワーキンググループで、支援マニュアル等の作成や、議題４で取り上げます自動車運転評価の検討などをお願いしたいと思っております

　最後の５ページ目、国の動きとして、平成25年４月１日から「高次脳機能障がい及びその関連障害に対する支援普及事業」と名称変更となります。内容は、これまでと同じですが、高次脳機能障がいを診断基準の４症状だけではなく、実際は失語症など合併症の方についても、支援拠点機関で対応しているのが現状ですが、今までの名称では、そういった対応をしていることが非常にわかりにくいということで、少し名称に変化があったということです。

　以上で資料２の説明を終わります。

○納谷部会長　ありがとうございました。質問、ご意見がございましたらどうぞお願いします。

　ひとつは、支援機関、特に作業所とかグループホームとか、対応はどうしたらいいのかということは、私もよく聞かれますので、そんなマニュアルをつくろうということであろうかと思っておりますが、まず、このワーキンググループをつくるということでよろしいでしょうか。

　国の冊子がありますね。高次脳機能障がい一般に関するマニュアルで、中身はしっかりしていると思うのですが、そういったものをより噛み砕いたものになるのかなと思うのですが、今の事務局の説明に質問なりご意見等ございましたら。

○委員　資料１ですが、既に実施した対応策のところで、大学医学部精神科とはどちらですか。
○事務局　資料３に協力依頼をした機関を記載しておりますので後ほど説明させていただきます。

○委員　キャリアセンターに話を持ちかけられるのもいいかなと思います。

○事務局　　ありがとうございます。

○納谷部会長　先生がおっしゃるように、高次脳機能障がいをやっている機関はいっぱいあって、ちょっとだけやっているところもいっぱいあるのですが、私は、事務局と一緒に動いたのですが、やはり、国が精神障がいであると言われたもので、精神科の門を叩く人が結構いるのですね。まず、高次脳機能障がいは精神障がいに入っているので、先生のところにくる可能性はありますよと、ちゃんと対応してください、できなかったら適切なところへ大阪府にコーディネーターがおるということもご紹介して言って回りました。委員の皆様方にお願いしたいのは、あそこでやりかけているよとか、こういう場があるよというようなところがあれば、私が行くなり、ここの委員が行っていただくなり、できればそういう情報が集っているといいかと思いますので、行ってくるよとか、行くけど一緒に行かないかというような動きをしていただけたら、そんなふうに思います。

　　やはり、精神科であったり脳外科であったり、神経内科であったり、ちゃんと対応されているところもありますが、もっともっとお願いをしていったほうがいいと思います。

　　例えば、私も高次脳機能障がいの研修会を何度かやっていくうちに、高次脳機能障がいというのはどういうふうにしたらいいのかという問い合わせもありますし、ご存じのように松原市で高次脳機能障がいのデイサービスをやろうという所も出てきていますので、いろんな、先生方のネットワークを通じて、拡げていきたいなと思います。

　　できれば事務局なり、私でも結構ですので、こういうところはと言っていただければ、私が行かないと駄目なときは行きますし、いや、かわりに行ってあげるよと言っていただければ、事務局なり私と連携しながら、了解した上で行っていただくと。そこで、こういうネットワークに入ってあげようというようなこともあるのかなと思います。
○委員　平成25年度の事業計画について、事業をはじめた当初に調査研究事業について、高次脳機能障がいはどういうタイプが多いか、施設にアンケート調査を確かやったと思うのです。

○納谷部会長　はい、最初のときですね。

○委員　ああいう、調査研究事業を加えたらどうでしょうか。

　もう十何年もやっていないので、実態が全然変わっているのではないかと思います。

○納谷部会長　なかなか難しいですよ。東京が最後ですかね。全国でいろいろ発生の調査があって、高次脳機能障がいの定義がＭＴＢＩとかそのへんまで広がってきますと、どこから高次脳機能と言っていいのか難しい問題ではあるのですが。検討課題ということで。

○事務局　　検討課題で。

○納谷部会長　特に、発生数みたいなことは、施策を立てる上で、どのぐらいの数があるのかというのは大事ではあると思います。

○委員　資料１、３で障がい者の数というのはどこから出てきたんですか。

○事務局　これは東京都の実態調査からの推計値です。大阪ではまだそこまで、はっきりした実数というものはつかみきれていないので、推計しか出ていません。

○納谷部会長　よろしいでしょうか。

　とりあえず支援マニュアルのワーキンググループを作っていただくこと、いくつかワーキンググループでこんなことをやったらどうかというご提案をいただきました。

　では、次の議題３をよろしいですか。どうぞ。

○事務局　資料３の１ページ目は、先ほど申し上げた昨年から大学の医学部、主に精神科を中心に高次脳機能障がいの協力機関になってくださいということで訪問いたしました。

　　承諾書をいただいているところもございます。院内で検討ということで提出のなかったところもございます。承諾書をいただければ、大阪府のホームページや資源マップ等に載せられるようになればいいなということで考えております。

○事務局　２ページは相談支援実績です。平成２４年４月から平成２５年１月末です。

　　１の相談実数件数で、平成１９年から平成２５年１月までの数です。

　　先ほどからお話させていただいております障がい者医療・リハビリテーションセンター、相談部門の相談支援センター、訓練部門の自立センター、医療部門の急性期・総合医療センターの、３部門の数値をここに載せております。

　　平成19年度から23年度までは、若干21年度に下回ることはありますが、ほぼ横ばいで、平成23年度から数値としては相談件数の実数は上がっております。

　　平成２４年度の平成２５年１月までにつきましては、763という３センターの数値が出ておりますが、２月、３月の経緯を見ますと、だいたい、23年度と同様の数値が予測されるなと考えているところでございます。

　　下の相談件数ですが、これも３センターの数値を合算いたしますと3907件で、実数と比べますと約５倍になっております。５倍ということは、同じ方が結構ご相談をされることもあることを示したものです。

○事務局　それでは引き続き３ページ目の資料の説明をいたします。

　これは、平成24年度の高次脳機能障がい社会復帰支援事業の資料となっております。

　こちらは連携調整委員会でもご報告させていただいたかと思います。24年度の二次医療圏域の四つのモデル圏域、豊能、三島、南河内、堺圏域で高次脳機能障がい者に特化したグループホームやケアホームをつくるということで進めさせていただいた事業になっております。
○事務局　24年度版地域支援ネットワーク資源マップについて、1,800部作成させていただきました。平成22年度版を更新したものです。23年度に実施した障がい者医療・高次脳機能障がい協力医療機関等実態調査のデータを基に、地域支援ネットワーク推進要綱による承諾をいただいた機関から、医療機関におきまして、国基準の行政的診断あるいはリハビリテーションのいずれかが可能として公表していいとお答えいただき、掲載可能と返事をいただいた医療機関を掲載させていただきました。障がい福祉サービス事業所等の地域支援協力機関は高次脳機能障がいのある方の現在利用しているか、今後受入れを検討する、受け入れていく可能性のあるところの公表可能と回答いただいた事業所をまとめさせていただきました。
　　平成22年度と24年度の比較では協力医療機関として、全８圏域で平成２２年度は５５カ所で、平成24年度版は、22年度に参画したが24年度には参画しなかった機関や新しく参画した機関がありますが、掲載としては全体で70カ所となっております。

　　福祉関係の事業所等の地域支援協力機関は、22年度では121カ所掲載させていただきましたが、24年度では428件と約４倍となっております。特徴としては居宅介護など訪問系の事業所が２３８カ所で５５．６%となっているのが特徴的かなと思います。

　　また、前回からの主な改善内容としては、２ページをお開きいただくと、高次脳機能障がいについて、イラスト付きで説明をさせていただきました。次に５ページをお開きください。大阪府から一部委託をしております堺市の拠点施設をご紹介しております。次に11ページをお開きください。当事者家族会について掲載しておりますが、22年度版では、圏域ごとの末尾に記載していたものを統一項目としてまとめさせていただきました。次に12ページをお開きください。福祉制度の利用について、見やすくするために13ページから15ページにフローチャートを入れて、できるだけわかりやすくしております。最後に87ページをお開きください。支援・診療のための資料として、制度などの項目をつけさせていただいております。

　　現在、協力医療機関、地域支援協力機関など関係機関に配布させていただく作業をしております。以上、簡単ですが報告をさせていただきます。

○納谷部会長　ありがとうございます。ご質問、ご意見をよろしくお願いいたします。いろんなところに及んでいますがいかがでしょうか。

○委員　こういう支援事業をするときに、高次脳機能障がいといわれる方に特異的なところというのは、障がいが見えない、ということで、再就職しても、辞める人もかなりの数があります。１年に３回４回と調べていけば調べていくほど就業率が減っていくという、そういう話がありますので、時間を押さえないことには。就労やグループホームの中でもいいのですが、いやになってやめていく人とか、そういう時間的な経過、それを重点的に、こういう支援をした、どういう支援をしたという、そういうデータも必要だと思います。

○納谷部会長　就労につきましては、おっしゃっているように、国がどうですか、半年ぐらい置いているんですか。定着率とか、一応は半年とか言っていますね。

○委員　何年調べた結果、こういうことをしているという、それがなければ。５日しか調べていないのに、ここの会社にずっと行っているというのはほとんど意味がないデータだと思いますね。年が変わればすぐ、配置換えであったり、退職に追い込まれる人が多い。

○納谷部会長　ありがとうございます。ほかにございませんか。

○委員　資料２の最後ですが、グループホームに24年度は予算がつきましたが、25年度は。

○事務局　24年度のグループホームの整備は基金事業がございました。その基金事業が２４年度で終わっています。グループホーム等整備の枠組みについて細かい補助金の運営要綱等はまだ示されていない状況です。

○納谷部会長　まだ、モデルで４カ所ですから、もっともっと増えないといけないのかもしれません。グループホームとはいったいなんだろうかとか、見学や宣伝をしないといけないのかなと思います。他にございませんか。では、後ほどお時間をつくってご意見を伺うということで次にいきましょうか。

○事務局　資料４をご覧いただけますでしょうか。高次脳機能障がい者の自動車運転評価について説明をさせていただきます。（1）の現状で、すでに運転免許を持っておられる方が自動車運転を再開する場合、ちょっと不安である、自信がないというとき、今現状は、兵庫県に総合リハビリテーションセンターで評価をしてもらって、自動車運転の練習をされているという現状があります。

　　この部会の前身である高次脳機能障がい連携調整委員会のときから、大阪府内でも、兵庫県の総合リハビリテーションセンターと同じように、評価であるとか、運転練習が可能となるよう問題提起がありました。
次の（2）は、具体的に兵庫県の総合リハビリテーションセンターでは自動車運転評価を書かせていただいております。まず、ご本人さんが自動車運転評価の申込書を兵庫県立総合リハビリテーションセンターの中にある自立訓練センターに提出されます。そのとき、主治医の意見書とセラピストの資料を持って申込みをされ、運転のための評価、試乗運転ができるかどうかを自立訓練センターの作業療法士が検査を実施されます。警察庁方式の運転適性検査K―2、TMT-Aなどの検査も実施されます。この検査の結果、試しに乗ってもいいよ、という判断をするか検討します。検討した結果、試乗評価が可能となれば、自立訓練センターの教習コースで、兵庫県立総合リハビリテーションセンターと委託契約を結んでいる近隣の自動車学校の教官の方が助手席に乗られて、神経心理学的検査を実施した作業療法士が後部座席に同乗して評価を行います。評価は高次脳機能障がいの評価に加え、発症からの期間の経過、高次脳機能障がい以外にも、視力や視野、運動機能面の評価等を確認して総合的に評価を行います。最終的に試乗してもよいということになって、もう少し練習したいというご本人さんからの要望があれば、自動車学校の教官が助手席に乗って習熟訓練ということをやっています。
最終的に自動車運転を再開するかどうかは、ご本人とご家族の判断によるものになりますが、兵庫県では兵庫県の警察の運転適性窓口に相談するようご案内されている、このような流れになっております。

　　課題としては、大阪府では兵庫県のように練習する施設がございませんので、どこか府内の自動車学校に協力要請をしなければならないということで考えております。また、兵庫県立総合リハビリテーションセンターと同様の検査を実施するセラピストの確保、試乗訓練の際、後部座席に、神経心理学的検査を実施したセラピストが乗って試乗評価を行うということが大事ですので、そういう方の確保などが課題です。そして、これが一番大きな課題で、自動車運転の再開の判断が課題となります。

　　今後の方向性について、事務局としては、高次脳機能障がい相談支援体制連携調整部会のワーキンググループを先ほどもご提案したのですが、ここで検討したいと考えております。

　　進めるに当たっては、兵庫以外にも岡山や神奈川で、こういう自動車運転評価に取り組んでいるところがございますので、情報収集や、府内でも自動車運転評価を先進的にやられている病院がございますので、情報収集しながら検討をしていっていただきたいと思います。

○納谷部会長　何かご質問、ご意見はございませんか。

○委員　堺市の取り組みにおいて、健康福祉プラザの中に、生活リハビリテーションセンターというセンターが高次脳機能障がいの支援の拠点と位置付けしておりますので、ワーキングで検討されていくとは思うのですが高次脳機能障がい自動車運転評価の話でも、堺市民ということで、限界があるかもしれませんが、できるだけ協力をさせていただきたいなと考えております。

○納谷部会長　ありがとうございます。

○委員　Ｋ‐２という検査の項目とかはご存じですか。

○事務局　この検査をするためには、認定証をもらうための研修を受けた方しかできないので、兵庫県総合リハビリテーションセンターのセラピストさんは研修を受けていらっしゃいます。一般的な自動車学校では警察庁方式の運転適性検査Ｋ‐２はやっているということです。

○委員　聞きたかったのは、その検査項目。

○事務局　検査項目は適性検査の実施要領が警察庁から出ているのですが、項目等を公にするものではないとされています。公安委員会のほうに確認したのですが、事前にはお渡しできないという、検査項目についても一切教えていただけませんでした。

○委員　自動車運転に関して、一番問題なのは、高次脳機能障がいの方は、病識のなさ、失敗しても自分が悪くない、人が悪いとか言う方や、感情障がいといわれるような、ちょっと相手が横入りしてきたら過剰に反応してしまうとか、医療でやっている神経心理学的検査ではわからないです。

○納谷部会長　まあ、大きな流れとしては事務局が調べてくれたように、日本というのは、国際的に、非常に免許の基準が厳しいですね。

　　ちょっと誤解されたらいけないと思うんですね。大阪府が何か、高次脳機能障がいの運転をチェックするというのではなくて、ご本人や家族がぜひ受けたいと言うときに、医者も大丈夫だと思うけども本当にいいのだろうかと、最後のチェックみたいなことを、自分が納得するために行くことが大事で、それをまた、公安委員会は公安委員会でいろいろお考えだと思いますが、高次脳機能障がいの運転をチェックするために行われるということではないと、別にしておかないと非常にややこしいことになるかなと。大阪府は、高次脳機能障がいを国に先駆けてチェック体制を整えようとしているのか、と言うように思われてもいけないのかなと、私は思います。

　　事務局が説明してくれましたが、なやクリニックでは、私事で申し訳ないのですが、なかなか難しいので兵庫県総合リハビリテーションセンターにお願いをしています。ただ、事前の検査をした上で、ご家族やご本人が、ぜひいってみたいという人については、まああなただったら大丈夫やろうという、これは阿吽の呼吸でやっていますが、約１０人弱ぐらいの人が行って、ほとんどの人がいいよということで行っていますが、１人は運転が荒いという評価をいただいたのでご本人もご家族も、これはやめておくわと言っていました。

　　府内の病院でも、おそらくうちはこんな工夫でやっているところがあるのではないかと思います。心理テストだけして医者がいいとか悪いとか書いていると言うのは、やはり少し乱暴かなと思います。シミュレーターというのが、結構高いものから安いものまであって、それをやるのがいいのか悪いのかというのもありますし。自動車学校には、置いてありますので、あれをもう少し、有効利用できないのかなということもあるかと思うのですが。

　　そういったことで、ワーキンググループでもう少し練ろうかということになっております。

○委員　昨日、障がい者リハビリテーションセンターで会議がありまして、この議題について話し合ったのですが、それはもうできるだけ協力、連携してやらせていただきます。

○納谷部会長　ありがとうございます。

自動車運転評価については、すでに学会があって、アメリカなどではずいぶん進んでいるようですが、日本でも慶應義塾大学の三村教授を会長とする学会があって、私はあまり勉強していないのですが、そこでいろいろ研究をされておられる方もあり、全国でもいろんなところで先進的な取り組みがあるようですから、そのへんも踏まえて、とりあえずこんなかたちで出していただければと思います。

　　これも含めまして何かご意見がございましたら。いかがでしょうか。

○オブザーバー　平成２４年度版資源マップの８７ページで、年金のところに書いていますが、精神障がいではありますが、精神科でなくてもリハビリテーション医でも書けるということを知っているかというと、知っていないかと。
○納谷部会長　そうですね。特に、手帳は精神科医でないと書けないように思っているところがあったようですが、それもいけますよね。

ただ、ある程度ちゃんと書いていただかないと、数値だけ書いてあったり。

○オブザーバー　何でもできると書いてあったり。

○納谷部会長　そうですね。社会生活に困っているということが要りますので。そこは当然かなと思います。お困りのことをちゃんと書いていただかないと、私は審査を今はしていませんが、審査するほうも何も困っていないのになぜ手帳が要るのかということになりますのでそういうことは要るのかと思います。

　ありがとうございました。

○オブザーバー　教育のほうですが、府立高校の現状、われわれのほうで把握ができているのは、３名の生徒さんが、高次脳機能障がいということで、お聞きしています。
　　前に、研修とかをやっていただいたときも、やはり、やると一定の関心のある担当者や、受けられる方が出てこられたりするので、そういったこともこれからもやっていかないとならないだろうし、今日、ここでいただいたような資料を、ときに情報提供していくということを、今後もやっていきたいなと、思っております。

○納谷部会長　今回、直接の話題にならなかったのですが、子どもの問題などは大阪府でも研修会を何回かやっていて、一番、神奈川とか千葉とか、最近は名古屋でも子どもについてはずいぶん取り上げられています。私も、時々来ますね。小学１年生の子が来ています。そんなことで、いわゆる幼児から大学生ぐらいまで、教育の中で高次脳機能障がいを持ってどうしていくのかということがあります。最近言われているのは、ひと昔は、若いときの事故は脳が柔らかいからよくなるんだと言われていたのですが、どうもそうではなくて、当然、周りの子どもはもっと勢いよく成長しますから、成長しきれずにいろんな問題が起きてくると言われていて、単に知能の問題だけではなくて、いわゆる精神的な発達も含めて、非常に問題が起こってくると言われております。国はとりあえず、発達障がいと同じように、特別支援教育の対象にしろと次官通知を出した、出しただけで、現場はずいぶんお困りだろうと思うのですが。子どもの問題というのは、これからの課題かなと思います。子どもの問題をどうしていくのかということは、またここでも議論をしていくべきかなと思います。

　　また、教育現場のほうから困っていることは、府庁なり、相談支援センターなりにぶつけていただいたら、それをまたみんなで検討していくということが必要かなと思います。

　ありがとうございました。

○委員　きょうの話題とはあまり関係がないのですが。市において、来年にまた障がい者福祉計画の見直しがあります。高次脳機能障がいの方も対象としてやっていこうかなと考えております。実施方法とか、対象や項目も、これからの課題と思っているのです。われわれが先進的にしてきたところとか、市内にいくつか施設がありますので、サービスがなくなるとか低下するようなことは避けなければいけませんので、そこは守っていくようなかたちで進めていきたいと思います。

○納谷部会長　ありがとうございました。

○委員　申し上げましたように、24年度からオープンの生活リハビリテーションセンターでは相談支援や研修会の開催、あるいは自立訓練等、納谷先生にもお世話になって、非常に充実させてきたように考えております。

○納谷部会長　実績報告というのはまた、次回に簡単にでもしていただけたらと思いますが。

○委員　そうですね。

○委員　長らく拠点を置いてほしいというふうに言い続けてきて、各圏域にほしい、住んでいる地域にほしいということで、今回ネットワークの運営の委託をしますというお話がここの資料に載せられているのですが。この数年、ずっと大阪府のほうが普及支援事業をしていただいていて、それでも各圏域の行けるところにネットワーク会で行かせていただいたら、かなり地域の差があるように感じるのですが、そこも、おしなべて同じように委託していくということになるのですか。大阪府、行政が大きいところで広めていただいてもなかなか進まないところを、地域に任せるというのは、ちょっとしんどいのではないかと。

○事務局　そこは、大阪府のほうでもちょっと協議をしまして、今まで、相談センターをはじめとして、大阪府が主導的にネットワークの会議をやってきたのですが、課題として、やはり、何回か繰り返しての結果、なかなか地域のネットワークが根付きにくいといいますか。

　それは皆さん、積極的に参加していただいているのですが、やはり府がやってくれているみたいな意識が、もしお持ちであれば、根付いてもらうためには地域で主体的、主導的にやっていただくほうがいいだろうと、地域の課題も把握しておられますし、そういう意味では、むしろ、レールに乗るまでは先生のおっしゃるとおり大変だと思うのです。しかし、うまくレールに乗れば、例えば、どこかの市町村さんだけがやるのではなくて、それぞれが役割を分担して、どこかの事業所がこういうことをやる、あるいは医療機関がこういうことをやる。というような形で連携をしながらネットワークを持っていただけるのが、むしろ理想的かなということで、こういう形で、今回はやろうとしています。

○納谷部会長　ネットワーク会議をやられるときにはいろんな支援があるのかどうかとか、不安が地元にはあるのではないかと思います。

○事務局　そこは大阪府として責任を持ってきちっとフィーローしないといけないなと思っています。

○委員　一事業所とかという形ではなくて実行委員会みたいな形とかというふうなことではないのですか

○事務局　そういうやり方もありかと思うのです。

　　社会福祉法人等で体力のあるところが、ここはすべてやりましょうというのであれば、それはそれでと思っていますし、体力のないところばかりでも、今言いましたたような形で、連携してでもやっていただけたら。やり方は、画一的にではなく、それぞれの事情に応じてやり方を協議していきたいなと思っております。もう、いくつかのところは、医療機関も含めましてやってもいいよというふうに言っていただいています。

○納谷部会長　当然、大阪府は手を引こうとしているという、何か印象をもたれるということもあるのかなと。地域に根ざしたことは、今の流れでは当然なのですが、そこら辺は、ちょっと上手に、やっぱりだとならないように、ひとつよろしくお願いしたいと思います。

　　ほかはございますか。全然別の、きょう上がっていないことでも、こういう課題がありますよと言うことでも言っていただけたら。

○委員　子どもの資源マップ的なものは無理としても、どこへ相談したらいいとか、そういうものはありますか。大阪全域でもいいですし、どこへ行ったらどういうふうな学校があるとかいう、そういう情報を教えてもらえる場所はありますか。

○オブザーバー　それは、どういう学校がどこにありますということですか。

　子どもであれば、小学校や中学校は市町村ですが、高校の相談は、普通は中学校の先生か市の教育委員会では、場合によっては、大阪府の教育委員会で伺っています。

○納谷部会長　ほかにございますか。こういう点が問題とか。

　特に、最後に何かということがないようでしたら、事務局のほうは何も当てていませんが、何かございますか。

○事務局　先ほど、ご意見をいただいた中で、平成25年度の事業の中で、調査研究というお話がございました。正直言いまして、予算の付いていない状況ですので、今すぐにはすみません。
　　それと、グループホーム・ケアホームの関係。４カ所、具体的に進めて、課題等を整理して、引き続き研究はしていくのですが、なかなか予算の枠組みがあって、そこはちょっと残念なのですが、引き続きグループホーム・ケアホームについては、これが終わりではなく、これがモデルですからやっていきたいと思います。

　　最後に自動車運転のこと。これにつきましては、納谷先生がおっしゃっていただいたように、評価の仕方は、ものすごく難しいと思います。我々としては、障がいの方を地域で暮らしていただく、より豊かに暮らしていただくためという思いが、ひとつありますが、反対に、ご本人が、先ほどの病識がないという話しですが、そういう方については、家族が説得してもなかなかやめないという方、こういったところで本人を説得するという、その両面があると思うのですね。ですから、決して、部会長が言ってくださったように、大阪府がチェックするというようなものではないということを前面に出しつつ、その両面を検討していかないといけないなと思っております。それと、ドクターが一定の判断をするというところで、いわばナーバスになっておられるのではないかと、変に、責任がかぶってくるのではないか、というふうに思われてもいけないなと思います。これは、うちの担当が確認をしましたら、あくまでも自動車運転は公安委員会、警察が出していますので、最終、その人に免許を与えているのは警察ですから、責任は警察ですとはっきりおっしゃっているのですが、けれども、ドクターが、自分がいいと書いたばかりに、その後に何かあったらという、慎重になってしまうという面もあると思いますね。

　　そういったことをいろいろとワーキンググループで検討して、作るのに時間がかかるかなと思います。以上です。

○納谷部会長　ほかはよろしいですか。

　それでは事務局にマイクをお返ししようと思います。事についてはこれで終わり

○事務局　本日は、皆さま、年度末のお忙しい中ありがとうございました。これをもちまして、第１回高次脳機能障がい相談支援体制連携調整部会を閉会させていただきます。

　　本日はありがとうございました。

（終了）
PAGE  

